
 

働く者の声を尊重した労働時間法制の実現を求める意見書 

 

「働き方改革」関連法は、「働く方の置かれた個々の事情に応じ、多様な働き方を選択で

きる社会を実現し、働く方一人ひとりがより良い将来の展望を持てるようにすること」を

目指しているが、施行後５年の総点検の結果を踏まえ、今後、公労使による対等な議論の

場において、労働基準関係法制の見直しを進めることとしている。 

持続可能な地域社会を維持するために今求められているのは、働く者の健康確保を前提

に、現場の実態や労使双方の意見を十分に踏まえ、誰もが安心・安全に働き、生活時間を

確保できる労働時間法制の確立と生産性向上を両立させることである。 

 

「働き方改革」の定着・推進に向けては、時間外・休日労働の上限規制の適切な運用を

図るとともに、連続勤務規制、勤務間インターバル制度の法的位置づけ、「つながらない権

利」の在り方などについて、働く者が休息と生活時間を十分に確保し、個人の選択を尊重

した多様な働き方の推進が図れるよう、現場の実態や労使双方の立場を十分に踏まえた検

討を進める必要がある。 

また、裁量労働制や変形労働時間制などの労働時間制度については、働く者の健康確保、

長時間労働防止、適切な処遇の確保などを前提に、労働時間短縮と生産性向上を両輪で進

めるための法整備を進めるとともに、企業・労働者への支援を行う必要がある。あわせて、

労働基準監督行政においては、労働者の健康確保と「ディーセント・ワーク（人間らしい

生活）」を営むためのセーフティネットとして、重大・悪質な違反に対しては厳正に対処し

つつも、労使の合意に則った指導を行い、事業者に対する制度の周知や適正な労働管理の

支援を充実することが必要である。 

ついては、国におかれては、労働者の命と健康、そして権利を守る観点から、公労使に

よる対等な議論と現場の実態を反映した慎重な合意形成を図ることを強く要望する。 

  

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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